
提案の主体

提案の対象

提案募集方式について
　～提案募集方式により、地方の実情を踏まえた権限移譲・規制緩和等の改革が可能に～

地方分権改革における、地方の課題解決の第一歩

「地方分権改革に関する提案募集の実施方針」（平成26年４月30日、地方分
権改革推進本部決定）に基づき、地方の発意に根ざした新たな取組を推進
するため、個々の地方公共団体等から改革に関する提案を広く募集し、それ
ら提案の実現に向けて検討を行う「提案募集方式」を平成２６年から導入し
ています。

（１）都道府県及び市町村（特別区を含む。）
（２）一部事務組合及び広域連合
（３）全国的連合組織 （地方自治法（昭和22年法律第67号）第263条の3第1項に規定する全国的連合組織で同項に規定する届出
　　をしたものをいう。）

（４）地方公共団体を構成員とする組織 （上記（３）を除く。）

①地方公共団体への事務・権限の移譲
②地方に対する規制緩和（義務付け・枠付けの見直し及び必置規制の見直しをいう。）
※義務付け・枠付けの見直しとは、国が法律などに定めた「地方公共団体は××の事務を行わなければならない」、 「××の事務を行う
場合は△△の方法で行わなければならない」など、全国一律に定めた基準を廃止したり、条例に委任したりする見直しをいう。

提案の対象範囲のイメージ図

※提案団体のみを対象とした
提案は対象外

※補助率の引き上げ、補助金の
廃止による一般財源化などは
「規制緩和」に当たらず対象外

※①法定受託事務に関するもの
②政省令等によるもの
③補助金等の要綱等による 
　ものも対象

手挙げ方式
（個々の地方公共団体の
発意に応じた選択的移譲）
とする提案も対象

①国・地方の税財源配分や税制改正
②予算事業の新設提案
③国が直接執行する事業の運用改善

④個別の公共用物に係る管理主体の変更
⑤現行制度でも対応可能であることが
　明らかな事項

地方公共団体への
事務・権限の移譲
※本府省の事務・権限も対象

地方に対する
規制緩和

（義務付け・枠付けの見直し、
必置規制の見直し）

権限移譲又は
地方に対する
規制緩和に
関連する提案

対象外

対象① 対象② 対象③
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平成29年平成28年平成27年平成26年
（注）平成27年・平成28年及び平成29年の件数は「対象外」も含む。

計311件計303件計334件計953件

525件

60件 2件

366件

253件

81件

265件

38件

258件

53件

権限移譲 規制緩和 関連する見直し 対象外

提案件数（平成26年～29年）

対応状況（平成26年～29年）

提案団体数（平成26年～29年・累計）

47団体（100％）

●都道府県（47団体） ●市区町村（1,741団体）

223団体
（12.8％）

平成26年

（件数）

263

124

116

78

42

34

341

166

150

平成27年

平成28年

157 29 186

194

62

46

21

535

228

196

207

63.7%

72.8%

76.5%

89.9%平成29年

（注）合計は、提案があったもののうち、予算編成過程での検討を求めるもの、これまでの提案募集で既に扱われたもの、
　　提案募集の対象外であるもの等を除いた提案に係る件数

提案の趣旨を
踏まえ対応

a

分類

年

現行規定で
対応可能
b

小計
c=a+b

実現できな
かったもの

d
合計
e=c+d

実現・対応の
割合
c/e
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⑨対応方針の
閣議決定（年末）

地方公共団体等
地域住民 各府省

内閣府
①事前相　談・提案

住民の
声

②検討要請

④関係府　省回答 ③回答

⑤関係府　省回答に
対する　見解 ⑥再検討要請

⑧関係府　省再回答 ⑦再回答

住民サービスの
向上等が可能に

必要に応じて　問い合わせ等

制度改正等

提案募集方式の主なプロセス
地方からの事前相談を経て、内閣府が受け付けた提案は、地方分権改革有
識者会議及び専門部会に諮られ、調査・審議が集中的に重ねられます。こう
した関係者の調整結果を踏まえ、年末には、「地方からの提案等に関する対
応方針」が閣議決定され、一括法を制定するなど必要な法律改正や政省令
改正、又は通知等の取組が進められることとなります。

「地方公共団体への事務・
権限の移譲」、「地方に対す
る規制緩和」について、具
体的支障事例や制度改正
による効果とあわせて提案

地方公共団体からの派遣職員が地方との連絡・調整の窓口
となり、親切・丁寧な対応を心がけています。

待機児童問題が…

相談に
乗って
ほしい

介護が
不安…

手続きが
大変

ご提案への
対応はなかなか
難しいですね

議論の中で色々な
支障があることは
分かりました。

ではこうしましょう

職員
アイデア
を提案

事業課

地方分権改革
担当（課）

地方分権改革推進室

地方分権改革有識者会議・
提案募集検討専門部会

人手が
足りない…

負担が
大きい…
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地域の取組例②

地域の取組例①

住民参加型ワークショップ
参加者からのコメント

提案募集方式を活用した
地域課題の解決イメージ

住民参加型ワークショップの開催

シンポジウム・セミナーにおける情報発信

地方における提案募集方式のさらなる活用に向けて

●郡山市では、中核市移行２０周年を契機として、さらに地方分権改革を推進す
るため、市職員だけでなく一般市民も対象としたワークショップを企画・開催。

●平成２９年７月に実施したワークショップでは、地域の町内会や企業、専門学校
等からの一般参加者と市職員（計７０名程度）でグループディスカッションを
行い、「地方分権改革の成果を実感できる情報発信のあり方」や「地域課題の
効果的な把握方法」について活発な意見交換を実施。

●地方公共団体職員や地域住民等に対する啓発のため、シンポ
ジウムやセミナーにおいて、提案募集方式の概要や地域の取
組状況について広く紹介。

各地方公共団体において、地方分権改革に関する提案が持続的に行われる
ためには、提案検討の際に地域住民の声が反映され、提案実現後にはその
取組の成果が地域住民に還元されるとともに、さらに地域を良くするため
の新たな課題を見出す好循環の仕組みをつくることが重要です。

地域住民の悩みを各自治体が把握。内閣府へ提出された提
案の芽は地方分権改革の成果として実を結び、住民サービス
の向上等の形で地域住民に還元される輪となる。そしてその
輪は次なる課題を見出し、新たな提案の芽として伸びていく。

グループディスカッション 出されたアイデアに対する投票

発表

髙橋 滋
地方分権改革有識者会議・提案募集
検討専門部会長による講演
（H29.2 地方分権セミナー（宮城県））

パネルディスカッションにおける地域の
取組紹介
（H29.3 地方分権改革シンポジウム（内閣府））

はじめは地方分権改革に
ついて正直分からなかっ
たが、このワークショップ
を通して理解でき、地域に
ついて改めて考えること

ができた。

このような機会はめったに
ないので増やしてほしい。
この機会自体が、（住民への）
提案募集方式の周知につな

がると思う。

日々の業務の中でも
活かせるアイデアが
多くあった。

様々な
考え方や価値観、
アイデアを共有
できて良かった。

住民の声
から地域の
課題を把握

住民サービスの
向上

提案検討
内閣府への提出

提案の実現
各自治体の
取組

地域の取組例①②

地
域
の
取
組
例
②

こおりや まし

郡山市(福島県)

66 67




